
◎広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正

する法律 
（令和六年五月二二日法律第三一号）   

一、 提案理由（令和六年四月一七日・衆議院国土交通委員会） 

○斉藤（鉄）国務大臣 ただいま議題となりました広域的地域活性化のための基盤整備

に関する法律の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 地方部を中心として、人口減少が著しく進行している地域において居住者の生活環境

が持続不可能となるおそれが高まる中、このような地域の活性化を図るためには、地方

への人の流れを創出、拡大することが必要です。 

 一方、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を経て、ＵＩＪターンを含めた若者、子

育て世帯を中心とする二地域居住等へのニーズが高まっており、また、二地域居住等は

関係人口を創出、拡大し、魅力的な地域づくりに資することから、二地域居住等の普及、

定着を通じた、地方への人の流れの創出、拡大による地域の活性化を図ることが重要で

す。 

 このような趣旨から、この度、この法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、都道府県と市町村の連携による二地域居住等の促進を図るため、都道府県が

二地域居住等に係る拠点施設に関する事項及びその拠点施設に係る重点地区の区域が記

載された広域的地域活性化基盤整備計画を作成したとき、市町村は、当該重点地区の区

域内において特定居住促進計画を作成することができることとし、同計画に定められた

事業について関係法律の特例措置を講ずることとしております。 

 第二に、官民の連携による二地域居住等の促進を図るため、市町村長は、二地域居住

等の促進に取り組む民間法人を特定居住支援法人として指定することができることとし

ております。 

 第三に、関係者の連携による二地域居住等の促進を図るため、市町村は、特定居住促

進計画の作成及び実施に関し必要な事項等について協議するため、特定居住促進協議会

を組織することができることとしております。 

 そのほか、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由です。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

二、 衆議院国土交通委員長報告（令和六年四月二五日） 

○長坂康正君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、二地域居住の普及等による広域的地域活性化のための基盤整備を推進するた

め、所要の措置を講じようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、市町村は、都道府県と連携し、特定居住促進計画を作成することができるこ



ととし、同計画に定められた事業に対し関係法律の特例措置を講ずること、 

 第二に、市町村は、二地域居住の促進に取り組む民間法人を特定居住支援法人として

指定できること 

などであります。 

 本案は、去る四月十六日本委員会に付託され、翌十七日斉藤国土交通大臣から趣旨の

説明を聴取し、十九日質疑に入り、同日質疑を終了いたしました。質疑終了後、採決の

結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年四月一九日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 本法による措置は、地域の活性化とともに東京一極集中の是正にもつながるものと

するよう努めること。 

二 二地域居住等に係る施策の効果の検証を行い、今後の検討に資するため、実際の二

地域居住者等の数及びその居住地について把握するとともに公表すること。また、今

後の二地域居住者等の推計についても可能な限り具体的に把握し公表するよう努める

こと。 

三 附則第四条に基づき検討する際は、二地域居住等の促進のためには、本法の枠組に

よる制度が適切なのか、市町村主体による推進が適切なのか、具体的なデータと実態

に基づく検証を踏まえて、その根本から検討をすること。 

四 二地域居住等を実施する際の公共サービスの提供及びそれに応じた費用負担並びに

これらに対する二地域居住者等の意見の反映のための仕組みについては、二地域居住

等を推進する観点から重要な論点であることを踏まえ、諸外国の事例も含めて早急に

検討を進め二地域居住者等が希望する環境の整備をすること。なお、本法の施行後五

年を目途として、本項に係る方策等について総合的に検討し、必要な措置を講ずるこ

と。 

五 二地域居住等を実施する際の移動費用の負担軽減に係る支援を検討すること。その

支援期間については、二地域居住等を長期間実施できるよう配慮すること。なお、本

法の施行後五年を目途として、本項に係る方策等について総合的に検討し、必要な措

置を講ずること。 

六 二地域居住等を適正かつ円滑に促進するため、二地域居住者等が居住先で果たすべ

き役割や責任の在り方についても、市町村が作成する特定居住促進計画に反映される

よう促すこと。また、同計画の策定に伴う市町村の負担軽減のために支援をすること。 

七 二地域居住等を促進するため、企業に対して二地域居住等に関するヒアリングを行

い、制度のニーズや課題を把握すること。また、ヒアリングを踏まえて、従業員が円



滑に二地域居住等を実施することが可能となるような環境の整備を促すこと。 

三、参議院国土交通委員長報告（令和六年五月一五日） 

○青木愛君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過と結果を御報告いたします。 

 本法律案は、広域的地域活性化のための基盤整備を一層推進するため、広域的特定活

動及び拠点施設に特定居住の促進に係る活動及び施設を追加するとともに、市町村によ

る特定居住促進計画の作成及び同計画に定められた事業等の実施に係る関係法律の特例、

特定居住促進協議会の設置、特定居住支援法人の指定制度等について定めようとするも

のであります。 

 委員会におきましては、特定居住の考え方及びこれを促進する意義、特定居住の促進

に係る施策の在り方、特定居住促進計画等の制度運用の方向性及び期待される効果等に

ついて質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（令和六年五月一四日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に万全

を期すべきである。 

一 本法による措置は、地域の活性化とともに東京一極集中の是正にもつながるものと

するよう努めること。 

二 二地域居住等に係る施策の効果を検証し、今後の検討に資するため、二地域居住者

等の実数及びその居住地を把握し公表すること。また、今後の二地域居住者等の推計

についても、可能な限り具体的に把握し公表するよう努めること。 

三 二地域居住等の促進に関し、附則第四条に基づく検討に際しては、本法の枠組みに

よる制度や市町村主体による推進の適否について、具体的なデータと実態に基づく検

証を踏まえ、根本的に検討すること。 

四 二地域居住等を実施する際の公共サービスの提供及びそれに応じた費用負担の在り

方並びにこれらに対する二地域居住者等の意見の反映のための仕組みについては、二

地域居住等を促進する観点から重要な論点であることを踏まえ、諸外国の事例も含め

て早急に検討を進め、二地域居住者等が希望する環境を整備すること。なお、本法の

施行後五年を目途として、本項に係る方策等について総合的に検討し、必要な措置を

講ずること。 

五 二地域居住等を実施する際の移動費用の負担軽減に係る支援を検討すること。その

支援期間については、二地域居住等を長期間にわたり実施できるよう配慮すること。

なお、本法の施行後五年を目途として、本項に係る方策等について総合的に検討し、



必要な措置を講ずること。 

六 二地域居住等に伴う地域内の移動における時間的な負担等を軽減するとともに、そ

れに必要な交通基盤の整備に関する支援策を講ずること。また、二地域居住先等での

住まいの確保の需要に対応するため、空き家や既存施設の有効活用等のための支援策

を充実させること。 

七 二地域居住等を適正かつ円滑に促進するため、二地域居住者等が居住先で果たすべ

き役割や責任の在り方についても、市町村が作成する特定居住促進計画に反映される

よう促すこと。また、同計画の策定に係る市町村の負担軽減のための支援を行うこと。

加えて、二地域居住者等の地域コミュニティとの関係構築を促進するため、二地域居

住者等を受け入れる地域の体制や環境の整備に必要な支援策を充実させること。 

八 二地域居住等を促進するため、新しいライフスタイルの魅力やメリットを発信し、

認知度向上に向けて必要な措置を講ずるとともに、企業に対して二地域居住等に関す

るヒアリングを行い、制度のニーズや課題、必要な支援等を把握すること。また、ヒ

アリングを踏まえて、従業員が二地域居住等を円滑に実施できるよう、テレワークの

推進を含め、所要の環境の整備を促すこと。加えて、二地域居住先等における子育て

と仕事の両立など多様なライフスタイルに応じた就業環境の確保及び二地域居住先等

での保育・教育環境の整備に必要な支援策を講ずること。 

九 二地域居住等が災害時の避難先の確保や支え合いの基盤の構築につながることにつ

いて周知に努めるとともに、こうした観点を踏まえた地方公共団体の取組を後押しす

べく、好事例の共有を含め必要な対応を行うこと。また、令和六年能登半島地震や東

日本大震災等の災害からの復興に向けて、二地域居住等により、被災地に多様な知見

やノウハウを有する人材を結び付けることができれば、復興の加速化や地域の発展に

も資することから、被災地方公共団体における二地域居住等の実態や支援等のニーズ

を把握し、更なる促進に向けた対応を検討すること。 

  右決議する。 


